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（１）輸送の動向
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地方空港 568万人（9.8％）

成田国際空港・東京国際空港
3,569万人（61.5％）

関空開港
（Ｈ6.9）

成田開港
（Ｓ53.5）

国際航空旅客数の推移（単位：万人）

関西国際空港 1,123万人（19.3％）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。

中部国際空港・名古屋空港
547万人（9.4％）

5,806万人

（万人）

平成1８年度
旅客数合計

我が国の国際航空旅客輸送の動向

アジアの経済発展・国際観光交流の増大とともに、今後も国際航空旅客需要は増加の見込み。

2924

需要予測値

7,180万人

需要予測値

8,070万人

※ 空港管理状況調書より作成

イラク戦争
ＳＡＲＳ

（H15.3～4）

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）

中部開港
（Ｈ17.2）

観光立国の実現

７３３万人、１２４億ドル

１,７５４万人、３７５億ドル

アンバランス

２０１０年に訪日外国人旅行者数を

倍増の１，０００万人に

（2006年）（2005年 ）

※

※

※

世界観光機関（WTO）資料及び
観光白書 より
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羽田便利用者合計
6,216万人（64.1％）

その他 1,472万人（15.2％）

関空又は伊丹便利用者（羽田便を除く）
1,335万人（13.8％）

羽田－大阪（伊丹・関空）便利用者
790万人（8.1％）

9,697万人

羽田便利用者
5,426万人（56.0％）

国内航空旅客数の推移（単位：万人）

Ｓ Ｈ

中部又は名古屋利用者 674万人（7.0％）

（万人）

※ 航空輸送統計年報より航空局作成。

平成1８年度
旅客数合計

国内航空旅客輸送の動向

速く、快適に移動できる航空輸送の特性と航空サービスの低廉化により、国内航空旅客は、順調に増加。
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需要予測値

10,315万人

需要予測値

10,855万人

（ 年度 ）

国内旅客の６割
は羽田便利用者

29

東京

距離 117
5km

894km

553km

大阪

広島

福岡

航空 93%

JR 7%

航空
55%

JR
45%

航空
35%JR

65%

航空とJRの旅客シェア（例）

79%

21%

45%
55%

16%

84%

平成17年度

平成３年度

平成17年度

平成３年度

平成17年度

平成３年度

長距離移動においては、
航空の優位性が強い。

割合は旅客地域流動調査、距離はJTB時刻表より。

1995-2000の需要予測
に対する実績値100%
予測：9200万人
実績：9198万人

２
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（ 年度 ）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における貨物量を示す。

Ｓ Ｈ

国際航空貨物量の推移（単位：万㌧）

地方空港 8.8万㌧（2.8％）

成田国際空港・東京国際空港
214.1万㌧（67.5%）

317.3万㌧

関西国際空港 72.0万㌧（22.7％）

中部国際空港・名古屋空港 22.4万㌧（7.1％）

中部開港
（Ｈ17.2）

（万トン）

平成1８年度
貨物取扱量合計

我が国の国際航空貨物輸送の動向

経済のグローバル化に伴い、高付加価値製品を中心に、我が国経済を支える国際航空貨物は増加の見込み。

関空開港
（Ｈ6.9）

成田開港
（S53.5）

米国港湾スト（H16秋）及びアテネ
オリンピックによる特需とその反動減

2924

需要予測値

４４４万㌧

需要予測値

５４７万㌧

※ 空港管理状況調書、税関資料より航空局作成。

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）

品目別航空化率

貨物全体 金属製品 映像機器 半導体等電子部品

輸出 輸入

23.2
17.6 0.3

※棒グラフ内の数字は、輸出入額（兆円）

1.4

4.6

2.8

0.2

0.7

100％

80％

60％

40％

20％

0

（平成１８年度）

日本関税協会「外国貿易概況」より航空局作成
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国内航空貨物量の推移（単位：千トン）

905千トン

その他 138千トン（15.2%）

伊丹または関空便の取扱貨物
（羽田便を除く） 105千トン（11.6％）

羽田－大阪（伊丹・関空）
便の取扱貨物 76千トン（8.4%）

羽田便の取扱貨物
587千トン（64.9%）

（年度）
※ 航空輸送統計年報より航空局作成。

羽田便の取扱貨物合計

662千トン（73.1%）

（千トン）

平成1８年度
取扱量合計

国内航空貨物輸送の動向

国内貨物輸送に占める航空の割合は、0.02％と極めて少ないが、国内貨物総輸送量が減少傾向にあるなか、
航空貨物輸送量は増加傾向にある。
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29

需要予測値

１，０６５千トン

需要予測値

１，２１５千トン

60

80

100

120

140

Ｈ元 5 10 15 17

合計

鉄道

トラック

内航海運

航空

輸送機関別輸送貨物量の推移

（％） （Ｈ元年＝１００） 航空
１３１

国内全機関

８４

鉄道 ６３

海運 ７９

トラック ８４

交通経済統計要覧より航空局作成

5432H元 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）

Ｓ Ｈ

４



（２）ネットワークの現状及び空港整備



成田国際空港

イギリス フランス ドイツ オランダ
オーストリア イタリア デンマーク
スイス フィンランド ロシア
ウズベキスタン カザフスタン

韓国 中国 （台湾）（香港）
モンゴル ベトナム タイ
フィリピン シンガポール
インドネシア マレーシア
インド パキスタン
スリランカ モルディブ

エジプト イラン
トルコ

オーストラリア
フィジー ニュージーランド

パプアニューギニア

アメリカ カナダ
メキシコ ブラジル

３３６６カ国、２地域カ国、２地域
（（９５９５都市）都市） １７１４１７１４便／週便／週

※２００７年夏ダイヤ

就航先（国内線）

： ２００７年６月現在就航している都市

就航都市 ： 札幌 小松 仙台 中部
大阪 広島 福岡 那覇

８８都市都市 １１２６２６便／週便／週
※２００７年６月現在

札幌

仙台

伊丹

福岡

広
島

小松

中部 成田国際空港

那覇

国際拠点空港における国際・国内ネットワークの現状

関西国際空港

就航先（国際線）

関西国際空港

イギリス フランス ドイツ オランダ
イタリア スウェーデン フィンランド
ウズベキスタン ロシア

韓国 中国 モンゴル
（台湾） （香港） ベトナム
タイ フィリピン シンガポール
インド ネパール インドネシア

マレーシア バングラデシュ

オーストラリア
ニュージーランド

２９２９カ国、２地域カ国、２地域
（（７１７１都市）都市） ７７６７７６便／週便／週

※２００７年夏ダイヤ

アメリカ カナダ

エジプト アラブ首長国連邦

カタール トルコ

就航先（国内線）

※２００６年４月現在

旭川札幌

函館

秋田

羽田

鹿児島

福岡

松山

那
覇

石垣

関西国際空港

女満別

福島

花巻

高知

： ２００７年６月現在就航している都市

稚内

帯広
釧路

就航都市 ： 稚内 札幌＊ 女満別

旭川 函館 釧路 帯広
花巻 秋田 福島 高知
羽田＊ 松山 福岡

鹿児島 那覇 石垣
＊関空/羽田・札幌の定期貨物便を含む

１７１７都市都市 ４４７４４７便／週便／週
※※２００７年６月現在２００７年６月現在

就航先（国際線）

中部国際空港

アメリカ

オーストラリア

韓国 中国 （台湾）（香港）
タイ フィリピン マレーシア
シンガポール ベトナム

ドイツ フランス ロシア
フィンランド オランダ
イタリア

アラブ首長国連邦

１１６６カ国、２地域カ国、２地域
（（４０４０都市）都市） ４００便４００便／週／週

※２００７年夏ダイヤ

※２００４年７月現在

就航先（国内線）

中部国際空港

旭川
女満別

札幌

函館

青森

秋田

花巻

仙台

新潟

成田
米子

徳島松山福岡

長崎 大分

宮崎

鹿児島

那覇

熊本

福島

佐賀

釧路

稚内

： ２００７年６月現在就航している都市

（なお、台湾及び香港は地域としてカウントしている。）

就航都市 ： 稚内 札幌 女満別 旭川 釧路
函館 青森 秋田 花巻 仙台
福島 新潟 成田 米子 徳島
松山 福岡 大分 長崎 熊本
佐賀*宮崎 鹿児島 那覇

*佐賀/中部の定期貨物便を含む
２４２４都市都市 ６１６６１６便／週便／週

※※２００７年６月現在２００７年６月現在

中部国際空港

就航先（国際線）

成田国際空港
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地方空港における国際航空ネットワークの現状

※２００８年４月１日現在の定期旅客便数。（※２００８年夏期期首事業計画による）
便数は週当たりの往復便数。経由便の場合、経由地も１便としてカウント。
就航都市数には経由地も含む。

ソウル：４便
青森空港

ソウル：３便
秋田空港

ソウル：３便 上海：３便 大連：３便
ウラジオストック：３便

ソウル：３便 上海：２便

富山空港（4都市12便）

ソウル：７便 上海：７便
北京：２便（大連経由） 大連：２便（北京行）
グアム：２便

岡山空港（4都市18便）

ソウル：３便 上海：２便

広州：３便（上海経由） 上海：３便（広州行）

新北九州空港（2都市6便）

ソウル：３２便 釜山：１４便 済州：３便 長春：２便
北京：１１便（うち大連経由４便、青島経由４便）
大連：１１便（うち北京行４便） 青島：４便（北京行）
上海：２８便 広州：５便 瀋陽：３便
台北：２１便（うち香港行７便） 香港：１４便（うち台北経由７便）
シンガポール：５便 バンコク：１１便 マニラ：４便
ホーチミン：４便 グアム：７便

福岡空港（16都市172便）

上海：２便

長崎空港

ソウル：３便
大分空港

ソウル：３便
熊本空港

ソウル：３便 上海：２便

台北：１４便

那覇空港（3都市19便）

ソウル：７便 上海：７便

北京 ：５便（大連経由）
大連 ：９便（うち北京行５便）
台北 ：７便 バンコク：３便

グアム：２便

広島空港（6都市38便）

ソウル：３便 上海２便
鹿児島空港（2都市5便）

ソウル：７便 釜山：３便
香港 ：３便 上海：３便
北京 ：２便 大連：２便
台北 ：１３便 瀋陽：２便
ユジノサハリンスク：１便
グアム：２便

新千歳空港（9都市36便）

静岡空港（2009年3月開港予定）

ソウル：３便
ユジノサハリンスク：２便

函館空港（2都市5便）

ソウル：４便
旭川空港

福島空港（2都市5便）

地方空港２３空港において
週４２０便の国際定期便が就航
就航都市数：２２都市

ソウル：４便 上海：４便

小松空港（2都市8便）

ソウル：３便

美保空港

ソウル：７便 上海：２便
ハルビン：４便
ウラジオストック：２便
ハバロフスク：２便
グアム：２便

新潟空港（5都市17便）

ソウル：７便 台北：２便 広州：２便 長春：２便
北京：７便 （うち大連経由２便、上海経由５便）
大連：２便（北京行） 上海：５便（北京行） グアム：４便

仙台空港（7都市27便）

ソウル：３便
宮崎空港

松山空港（2都市5便）

ソウル：３便
高松空港

６



※ 年間100万人以上の路線を持つ空港を掲載
（新潟は参考掲載）

平成18年度年間旅客数100万人以上の路線（24路線）

※ 円の大きさは、国内線旅客数の多寡を示す

※ 線の太さは、旅客数の多寡を示す

空港

その他路線数

その他 ２０路線

その他 ３３路線

その他 １０路線

その他 ９路線

その他 ５路線その他 ４路線

その他 ３路線

その他 ３２路線

その他３路線 その他 ２２路線

その他 ３０路線

その他 ２２路線

その他 ３０路線

その他 ９路線

その他 ７路線

その他 １８路線

その他９路線その他 ８路線

小松

広島

高松
松山

長崎

熊本

宮崎

福岡

鹿児島
中部

関空

新千歳

函館

※航空輸送統計年報より航空局作成

仙台

その他 ８路線

石垣

那覇

その他 ３路線

岡山

伊丹

その他 ６路線

神戸

その他２路線

北九州

羽 田

大分

国内航空ネットワークの現状

７



成 田

関 空

シンガポール

３５００ｍ

（２５００ｍ）
４０００ｍ
２１８０ｍ

整備中
供 用

発着
回数

滑走路

凡 例

上海（浦東）

仁 川

３７５０ｍ
３７５０ｍ

４０００ｍ

※ 国土交通省、ＩＣＡＯ、ＡＣＩ、各空港ＨＰ等の資料に基づき航空局作成。

中 部

２３．０
万回

１８．２
万回

国内線

国際線

旅客数（万人）

４８３

６５５

１，１３８

１，０６９

５４０

１，６０９

３，３８６

１１２

３，４９８

２，７６６

５３

２，８１９

１，６０７

１，０５３

２，６６０

香 港

３８００ｍ
３８００ｍ

２７．６
万回

４，３２７

４，３２７

北京首都

３７．７
万回

３８００ｍ
３２００ｍ

３８００ｍ

４，８６５

１，１１２

３，７５３

１８．６
万回

１１．２
万回３４００ｍ

４０００ｍ

３５００ｍ

※ 発着回数及び旅客数についてはＡＣＩデータ２００６（１～１２月）。

１０．６
万回

３８００ｍ

アジア各国における国際拠点空港の整備状況

東アジア地域で複数の滑走路を有する大規模空港が次々に整備される中、我が国も国際競争力向上の観点から国
際拠点空港の整備推進が重要。

※２本目の滑走路を‘０９年度末までに延長予定

４０００ｍ
４０００ｍ

２１．４
万回

３，３３７

３，３３７

３７００ｍ
４０００ｍ

２８．０
万回

４，１０１

２，９５９

１，１４２

バンコク
（ｽﾜﾝﾅﾌﾞｰﾑ）

※旅客数、発着回数は２００６年１月～開港までの旧空港（ドンムアン）の値を含む

４０００ｍ
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○ 大都市圏拠点空港の整備を推進。
○ 羽田の容量制約が国内ネットワークのボトルネック。再拡張が急務。
○ 今後の国際航空需要に向けて、着実な整備が必要。

中 部

2005年2月17日に開港。現在、航空会社における燃油費の高騰等に
よる不採算路線の見直しなどもあって、旅客・貨物とも利用状況に伸
び悩みがみられる。

【空港島全景】
旅客船ﾊﾞｰｽ

関 空

羽 田

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ Ｃ滑走路

3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,5
00ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑走
路 2,500ｍ

2007年８月２日に２本目
の滑走路が供用開始さ
れ、我が国初の完全24
時間運用可能な国際拠
点空港が誕生。２本の
滑走路を「フル活用」し、
更なる国際競争力の強
化を図るため、物流施設
の二期島への展開や連
絡橋道路売却に伴う料
金引下げによるアクセス
改善等を推進。

成 田

平行滑走路2180m

未買収地を避けて北側に滑走路を延長

2010年３月の供用を目指し北伸による平行滑走路の2,500m化等を推
進し、発着枠を20万回から22万回へ拡大。

旅客ターミナルビル鉄道駅

空港連絡橋Ａ滑走路（３，５００ｍ）

空港連絡橋
（20年度：道路部分売却）

Ａ滑走路（3,500m）

二期空港島二期空港島

一期空港島一期空港島

平成19年８月15日撮影Ｂ滑走路（4,000ｍ：平成19年８月２日供用）

二期国際貨物地区
（20年度：事業実施）

一期国際貨物地区

2010年10月の供用を目指し、新
たに ４本目の滑走路等を整備
し、年間の発着能力を約1.4倍の
40.7万回に増強。また、供用開始
時に国際旅客定期便を昼間約３
万回、深夜早朝約３万回就航
（昼間は羽田にふさわしい近距
離アジア・ビジネス路線を展開し、
深夜早朝は欧米を含む世界の主
要都市に就航し、首都圏全体の
国際航空機能を24時間化する）。

中
部
国
際
空
港

地
域
開
発
用
地

対
岸
地
域
開
発
用
地

滑走路 3,500ｍ
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約
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部
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際
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発
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対
岸
地
域
開
発
用
地

滑走路 3,500ｍ

１．９㎞

４
．
３
㎞

中部国際空港
連絡道路

中部国際空港
連絡鉄道

大都市拠点空港の機能強化
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構想段階
増設案等の1案へ
の絞り込み

施設計画段階
具体的な施設計画 設計段階 工事段階

交通政策審議会
航空分科会答申

H14.12

事前調査段階

～H14年度

事業の評価及び採択

調査段階

H15年度～

環境アセス等の手続き

総合的な調査

○平成15年度から、前回の交通政策審議会航空分科会答申（平成１４年１２月）に基づき、将来的に需給の逼
迫が予想される両空港において、国と地方が連携し、総合的な調査を実施。

○総合的な調査では、パブリック・インボルブメント（ＰＩ）の手法を導入し、住民等に情報を広く提供しながら、調
査の各ステップで意見を把握し、住民等の参画を促す。

※調査段階に引き続き、住民等の意見を

把握しながら計画を策定。

交通政策審議会
航空分科会答申

H19.6

那覇空港は、平成20年度よ
り次段階の調査を構想・施
設計画調査として実施予定

○現空港の有効活用
○滑走路増設

那覇空港の検討のステップ

平成17年8月～11月実施

・那覇空港の現状、

将来像、課題

ステップ１

平成18年8月～12月実施

ステップ２

・那覇空港の将来需要予測
・空港能力の見極め

・将来の対応案
・対応策の評価

ステップ３

平成19年8月
～12月

福岡空港の検討のステップ

平成17年7月～12月実施 平成18年7月～12月実施

・将来の対応案
・対応案を評価する視点

・福岡空港の現状、課題
・能力の見極め

ステップ１ ステップ２ ステップ３ ステップ４

・地域の将来像
・福岡空港の役割
・将来需要予測

・将来の対応案の比較評価
・方向性（案）の作成

○近隣空港（新北九州、佐賀）との連携
○現空港における滑走路増設
○新空港建設

平成19年9月～

平成20年1月

構想・施設計画検討のステップ

福岡、那覇空港の抜本的な空港能力向上方策に向けた取り組み

(平成20年度実施予定)
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（３）空港の機能向上に向けた取り組み



平成１７年８月、国から北海道庁に対して、①現ビル拡
張案、②西側展開案の２案を提示し、比較・検討を要請。

北海道庁は、抜本的対応策としてＨ１７年１０月末に『西
側展開案』を国に要望。

平成１８年９月、国において、北海道庁から要望のあっ
た『西側展開案』を対象に、事業者を公募により選定し、
北海道空港㈱（ＨＫＫ）に決定。

ＨＫＫが、基本・実施設計を実施。

平成２０年４月、鹿島・宮坂・荒井ＪＶが建設工事を受注。

ターミナルビル

⇒ （民間） 約180億円、（国・CIQ部分）約35億円
関連施設（エプロン、構内道路等）

⇒ （国）約30億円

平成１８年度・・・・・・・・・・・事業者選定、基本設計

平成１９年度・・・・・・・・・・・実施設計

平成２０年～２１年度・・・・建設工事

平成２１年度・・・・・・・・・・・供用予定

ピーク時処理能力２００人

現状 整備後

●大型ジェット機同時２便まで対応可能

●ピーク時処理能力５３０人対応

整備スケジュール

事 業 費経 緯

新国際線ビル

エプロン

新千歳空港国際線ターミナルビルの整備
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貨物ターミナルが狭隘化している。
貨物量の大幅な増加に対応できない。

現貨物ターミナル
現在、貨物専用機が
駐機しているエプロン

荷捌場の混雑状況

現 状

新貨物ターミナル

効率的な貨物の取扱が可能となり、国際物流拠点としての機能が果たせる。

整備後

平成１９年７月、沖縄県とＡＮＡが那覇空港の国際物流拠
点形成に関する合意を表明。

必要スポットを確保する
ためのエプロン整備

○平成２０年６月
大栄空輸㈱が、新貨物ターミナルビル

新築工事の請負業者を公募。

○平成２１年１２月
新貨物ターミナルビル完成予定。

○平成２１年度中
ＡＮＡは、日本を含むアジア域内の各

主要都市を結ぶ航空貨物基地を構築し、
効率的な一貫輸送システムを提供予定。

那覇空港の貨物取扱施設の充実強化
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航空・空港の利用促進に向けた取り組み

一般空港に係る路線を中心に、利用促進のための施策に一層取り組むことが重要

協議会組織の整備

●丘珠(H16.6.4） ●新千歳(H16.3.26) ●稚内(H16.3.26)
●函館(H16.3.25)  ●釧路(H16.4.1) ●三沢(H16.3.30) 
●仙台(H16.5.11） ●新潟(H16.6.17) ●小松(H18.2.22) 
●美保(H16.9.16)  ●広島(H16.3.31) ●徳島(H16.4.27)
●高松(H16.5.11)  ●松山(H16.5.19)    ●高知(H16.5.19) 
●福岡(H16.5.10)  ●北九州(H16.3.24)  ●長崎(H16.4.27)
●熊本(H16.5.25)  ●大分(H16.6.30)    ●宮崎(H16.4.1) 
●鹿児島(H16.3.25)●那覇(H16.5.19)

（これ以外の空港においても空港関係者と連携を強化）

国が管理する第二種空港等において、
空港関係者からなる協議会組織を整備

空港関係者の連携の必要性

○「需要追随型行政」から「需要喚起型行政」への転換

○航空に対する理解と支援を得て、潜在需要を掘り起こし

○航空は国民の足として定着

○既存ストックの有効活用

○単なる輸送手段ではなく、我が国の経済社会の活性化、
国際競争力の向上のための基盤としての役割

従来からの『安全運航確保のための』施策を基盤として、
利用者利便向上の施策を一層積極的に推進

空港事務所、自治体、航空会社、空港ビル等
空港関係者の相互の連携を強化し、一丸となって
航空･空港の利用を促進する施策の実施へ

①航空や空港についての広報活動

②空港利用者サービスの改善

③地域活性化の核としての空港の活用

④航空需要開拓のためのプロモーション活動

航空・空港の利用を促進する施策の実施へ
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（４）空港の管理・運営に関わる
主体について



国管理空港の運営への参画主体（代表的ケース）

国（空港事務所）：基本施設の管理運営や航空管制等を実施 空港ビル会社：空港ターミナルビルの管理運営を実施
国（税関等） ：ＣＩＱを実施 駐車場事業者：駐車場の管理運営を実施
地方公共団体 ：路線誘致や需要喚起等を主導

空港構内における様々な営業類型（代表的ケース）

アクセス鉄道事業

ターミナルビル業

駐車場業

格納庫賃貸業

レンタカー事業

ランプバス事業

貨物上屋賃貸業

貨物自動車運送事業

ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ事業

航空機燃料供給
固定施設提供業

給油業

物品販売業

飲食業

空港の管理・運営に参画する多様な主体
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制限区域（滑走路、着陸帯、エプロン等）

航空貨物取扱施設 航空旅客取扱施設

スポット スポット スポット

空港機能施設事業の概要

航空旅客取扱施設

空港概略図

出発・到着ロビー、出入国検査場、
出発・到着コンコース、 ボーディングブリッジ等

貨物ターミナルビル内の荷捌き施設、貨物上屋等

貯油タンク、ハイドラント、パイプライン等

多数の旅客が安全かつ円滑に乗降するための
大規模旅客ターミナル施設を建設・管理する。

主な役割 対象施設

スポット スポットスポット スポット

航空機
給油施設

道路

多数の貨物を安全かつ円滑に積み卸しするた
めの貨物取扱施設を建設・管理する。

航空燃料を安全かつ円滑に貯蔵・給油するた
めの関連施設を建設・管理する。航空機給油施設

航空貨物取扱施設

スポットスポット
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（５）今後の空港及び航空保安施設の
整備及び運営に関する方策について

答申
～戦略的新航空政策ビジョン～

平成19年6月21日
交通政策審議会航空分科会



『交通政策審議会航空分科会答申（平成１９年６月２１日） 』
「今後の空港及び航空保安施設の整備及び運営に関する方策について」～戦略的新航空政策ビジョン～①

はじめに

第一章 空港及び航空保安システムを取り巻く背景及び今後の方向性
１．空港及び航空保安システムを取り巻く背景
２．今後の航空需要の動向
３．今後の空港及び航空保安システムの整備及び運営の基本的方向性

第二章 各圏域における空港のあり方
第一節 首都圏における空港のあり方
１．羽田空港及び成田空港のあり方
２．その他の空港のあり方

第二節 近畿圏における空港のあり方
１．関西国際空港のあり方
２．関西三空港における役割分担のあり方

第三節 中部圏における空港のあり方

第四節 三大都市圏以外の地域における空港のあり方
１．地域における拠点的な空港のあり方
２．一般空港のあり方

第三章 航空保安システムのあり方
１．航空交通量増大への対応
２．就航率の改善等による利便性の向上
３．危機管理対応を含む高い安全性の確保
４．国際連携等
５．航空保安職員の育成強化及び航空保安業務の効率性向上

第四章 既存空港及び航空保安システムの機能向上等のあり方
１．既存ストックを活用した空港の高質化
２．安全安心の確保
３．空港及び航空保安施設の適切な維持、更新及び改良
４．航空物流機能の強化
５．環境対策のあり方

第五章 空港及び航空保安システムの整備及び運営に係る基本的制度のあり方
１．国際拠点空港の運営体制のあり方
２．空港整備特別会計のあり方
３．空港使用料及び航行援助施設利用料のあり方
４．国際拠点空港の民営化による株式売却収入
５．空港の整備及び運営に関する制度のあり方

おわりに
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『交通政策審議会航空分科会答申（平成１９年６月２１日） 』
「今後の空港及び航空保安施設の整備及び運営に関する方策について」～戦略的新航空政策ビジョン～②

はじめに
近年における経済社会活動のグローバル化に伴いアジア地域が
一体的な経済交流圏として相互依存関係を深めるとともに、相次ぐ
自然災害等を背景に安全安心な社会の構築が求められる等、我が
国の航空政策を取り巻く情勢が変化している。
一方、厳しい財政事情の下、経済社会のニーズに対応した投資の
重点化や既存ストックの活用による効率的かつ効果的な空港及び航
空保安システムの整備、運営及び維持更新を図っていく必要がある。
交通政策審議会航空分科会では、このような航空政策に対する要
請に応えるとともに、空港等を取り巻く諸問題に適切に対処するため、
急速に変貌しつつあるアジアの情勢、内外の産業や観光の動向等も
踏まえて、中期的展望の下に、空港及び航空保安システムの整備及
び運営に関する基本的方策の検討を行ってきた。平成18年9月に国
土交通大臣の諮問を受けて以来、約9ケ月間にわたり合計10回に及
んで航空分科会を開催し、その間、空港会社、航空会社、航空ユー
ザー、自治体といった多様な関係者からヒヤリングを行い、また、ア
ジア・ゲートウェイ構想についても逐次報告を受け、さらには、今後の
国際拠点空港のあり方に関する懇談会の報告も踏まえて、精力的な
審議を行った結果、「今後の空港及び航空保安施設の整備に関する
方策について」（戦略的新航空政策ビジョン）の答申を取りまとめるに
至った。

第一章 空港及び航空保安システムを取り巻く背景及び今後の方向性
１．空港及び航空保安システムを取り巻く背景
今後の空港及び航空保安システムのあり方を議論するに際しては、その背景に存する、
我が国並びに国際社会における諸動静を把握することが欠かせない。とりわけ航空輸送
サービスについては、経済活動の状況や人口動態がそのあり方に大きな影響を及ぼす
こととなるが、これらの点及び航空輸送の現状についての当分科会における現状認識は
下記の通りである。
(1) 経済成長の動向

1990年代後半以降、国際経済は2％台後半から約5％と安定した成長を続け
ている状況にある。このうちアジアについては、98年に勃発した通貨危機により
生じた経済の冷え込みから回復し、特にASEAN及び韓国が際だった高成長を
遂げている。また、中国については、通貨危機による経済の冷え込みが生ずるこ
ともなく、8％前後の急成長が続いており、今後も引き続き同様の傾向が続くこと
が予想されている。この結果、GDPにおいて今後1％～2％程度の緩やかな成長
が見込まれている日本を追い越し、2030年にはアメリカにほぼ肩を並べる水準
に達するものと考えられている。

(2) 世界貿易の動向
世界の貿易額全体に占める地域別のシェアについては北米やヨーロッパが横
ばい状態にある一方で、アジアが一貫して増大している状況にあるほか、従前日
本に一極集中していた東アジアの域内貿易が中国、NIES、ASEAN等に多極化
した結果、全貿易額に占める域内貿易額の割合はEUに迫る勢いを見せており、
東アジア域内における貿易の相互依存関係が高まっている。

(3) 我が国の人口動態
我が国の総人口は2004年の約1億2,779万人をピークに減少局面に入り、今
後本格的な少子高齢化を伴う人口減少社会を迎える。2005年の出生率は1.26
まで低下しており、国立社会保障・人口問題研究所の中位推計によると、2020
年には約1億2,274万人、2030年には約1億1,522万人、2050年には約9,515万
人になると推計される。総人口に占める高齢者の割合は、2005年には20％程度
であったが、2020年には30％弱、2030年には30％強、2050年には40％弱まで
上昇すると推計される。

(4) 我が国の航空輸送の現況
① 国際旅客輸送については、平成13年に発生したアメリカ同時多発テロや同15年
に発生したイラク戦争、SARSにより、需要の一時的な減少が発生したものの、アジ
アの経済発展や国際観光交流の増加を背景に、その輸送量は増加の一途をたどっ
ており、平成17年度において利用者数は5,651万人に至っている。とりわけ近年、東
アジアとの結びつきが緊密となっており、 １７
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ビジネスを目的とした我が国からの渡航者が大幅に増加しているほか、
地方空港と東アジアを結ぶ国際定期便ネットワークが広がりつつある。
② 国際貨物輸送については、平成16年に起きた米国港湾スト、アテネオ
リンピック特需の反動により、直近の輸送量は低下しているが、経済のグ
ローバル化に伴い、半導体、映像機器、光学機器など高付加価値製品を
中心に総じて、近年は輸送量の急激な増加がみられ、平成17年度の輸
送量は319万トンに達している。また、全貨物輸送に占める航空輸送は、
重量ベースでは海上輸送の約0.3％にすぎないものの金額ベースでは約
30％に達しており、海上輸送が微増に止まっている半面、航空輸送は右
肩上がりで増加傾向にある。
③ 国内旅客輸送については、新幹線や高速バス等へのシフトによる旅客
数の低下が一部の路線にみられる一方で、速く、快適に移動できる航空
輸送の特性と航空サービスの低廉化により、全体としての旅客数はこれ
まで順調に増加しており、平成17年度において9,449万人に至っている。
国内航空ネットワークの構造としては、地域の拠点となる空港を中心とし
たネットワークの拡充がみられる一方で、全国内航空旅客のおよそ6割を
羽田空港の利用者が占める等、一極集中が顕著となっている。
④ 国内貨物輸送については、全モードに占める航空のシェアは0.02％と
極めて低いが、国内貨物の総輸送量が減少傾向にある中、航空貨物輸
送量はアメリカ同時多発テロ以降増加傾向にあり、平成17年度において
89万トンに達している。とりわけ近年深夜時間帯における国内貨物専用
便の就航が相次ぐとともに国内航空貨物輸送専業の新規航空会社が参
入するなど、注目を集めている。

２．今後の航空需要の動向
今後の空港及び航空保安システムの整備及び運営の方向性を決定

するにあたっては、これらの施設の処理能力が航空需要に見合っている
かという点が重要な論拠となることから、我が国の航空輸送が中期的に
どのように推移するのかという点を的確に把握することが必要である。
当分科会では、2005年までの旅客流動や貨物輸送の実態から需要

予測モデルを構築し、GDPや人口といった政府等による社会経済フレー
ムの将来予測、交通ネットワークの将来像等を前提条件として、2012年
及び2017年における航空需要の予測値を算出した。
なお、国内の旅客及び貨物の予測値は、空港における利用者数及び

取扱貨物量で表されているため、その値は出発地と到着地で二重に計算
されており、需要予測値は航空輸送量の2倍の数値となっている。

(1) 国内航空需要
今後の我が国の国内航空需要は、2012年度には旅客が20,630万人、貨

物が213万トンに至り、2017年度にはそれぞれ21,710万人、243万トンに達
すると見込まれている。また、2005年度から2012年度までの年平均伸び率
は旅客が1.3％、貨物が2.2％に、2012年度から2017年度までの年平均伸
び率はそれぞれ1.0％、2.7％になると見込まれている。
また、旅客便の発着回数については、輸送量の伸びに加え、機材の小型

化が進むため、2012年度には165.0万回、2017年度には177.5万回に達す
ると見込まれている。
一方、国内旅客について、地域ブロック別に空港利用者数を予測すると、

多くの地域において年平均1％弱から2％弱の堅調な需要の増加が見込まれ
る中で、整備新幹線の開業が予定されている地域の一部において、利用者
数が減少するとの結果が得られた。

(2) 国際航空需要
今後の我が国の国際航空需要は、2012年度には旅客が7,180万人、貨

物が444万トンに至り、2017年度にはそれぞれ8,070万人、547万トンに達す
ると見込まれている。また、2005年度から2012年度までの年平均伸び率は
旅客が3.5％、貨物が4.0％に、2012年度から2017年度までの年平均伸び
率はそれぞれ2.4％、4.3％になると見込まれている。
また、発着回数については、旅客便と貨物便を合わせて2012年度には

42.0万回、2017年度には47.0万回に達すると見込まれている。
一方、国際貨物について、海外方面別に輸送量を予測した場合、全ての

地域について順調な伸びが続くとの結果が得られたが、とりわけ中国、香港
については特筆すべき輸送の増加が見込まれる。

３．今後の空港及び航空保安システムの整備及び運営の基本的方向性
空港及び航空保安システムを取り巻く背景や今後の航空需要の動向を踏まえ、

東アジアの急速な発展や人口減少社会の到来及び急速な高齢化の進展といった
我が国の状況等に対応して、今後の空港及び航空保安システムの整備及び運営
においては、国際競争力の強化、地域活力の向上、安全安心の確保、アジア・ゲー
トウェイ構想の推進等に向けて、重点的な取組みを講じていく必要があると考えると
ころである。また、今後の空港等の整備にあたっては、現下の厳しい財政事情に鑑
み、選択と集中により真に必要な事業に投資を重点化していく必要がある。

(1) 国際競争力の強化
世界各地におけるグローバル化が急速に進展する中、国境を越えた人や企
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業の活動が近年拡大している。とりわけ、アジア地域においては急速
な経済成長や国際水平分業の一層の進展など域内における生産ネッ
トワークの高度化が進む中、アジア域内やアジアと世界の間を動くヒト
やモノは急速に増大するとともに、そのニーズも高度化する等、東アジ
アを中心とする国際航空ネットワーク構造は大きく変化してきている。
我が国が、国際社会において埋没することなく、このような動きに迅速
に対応し、少子高齢化や人口減少が進展する状況下においても持続
的な成長を実現していくためには、アジア各国をはじめとする諸外国
の活力を積極的に取り込み、引き続きアジアにおける成長センターと
して機能していくことが不可欠となる。
そのためには、国際競争力を強化するための基盤となる国際空港に
ついて、航空利用者の視点も踏まえつつ、その機能の強化や、航空
ネットワークの拡充等を推進していく必要がある。

(2) 地域活力の向上
人口減少を伴う少子高齢化の急速な進展、地方自治体の厳しい財
政状況、産業構造の変化等を背景として、我が国では、地方を中心に
産業の空洞化や就業機会の減少、経済活動の停滞等といった地域活
力の減退が生じている。我が国が持続的な成長を続けていくためには
、国内におけるヒトやモノの流れを活発化させるとともに、アジアの活
力を地域に直接取り込むための国際的なヒトやモノの流れを促進する、
内外にわたる広範な交流を促進することを通じて、観光振興や物流高
度化等を図り、各地域の活力を向上させることが不可欠である。特に、
ビジット・ジャパン・キャンペーン等とも連携しながら、国際路線の新
設・拡充や国際チャーター便の促進に戦略的に取り組むとともに、あ
わせて、CIQ体制の確保を図る必要がある。
このため、地域における広域的な交流の拠点である空港について、
航空利用者の視点も踏まえつつ、その機能の強化や、航空ネットワー
クの充実等を推進していく必要がある。

(3) 安全安心の確保
安全の確保は、旅客や貨物を運ぶ航空輸送の根幹であり、本邦定
期航空運送事業者における乗客の死亡事故は昭和60年を最後に発
生していない。一方、ヒューマンエラーや機材の不具合に起因する安
全上のトラブルの続発、依然として不安定な航空セキュリティを巡る諸
情勢、空港への不法侵入事案の発生、大規模地震の発生といった
様々な事象を背景に、近年航空輸送サービスの安全安心に対する国
民の信頼が揺らいでいる状況にある。

このため、航空保安システムの能力向上、テロ対策や不法侵入対策、空港の
耐震対策といった、航空における安全安心を確保するためのハード・ソフトにわ
たる取組みを着実に推進する必要がある。

(4) ｱｼﾞｱ・ｹﾞｰﾄｳｪｲ構想の推進（「航空自由化」に向けた航空政策の転換）
アジア各国との国際航空ネットワークの構築は、地域経済の活性化や消費者
の利便性向上などの上で重要な課題である。
このため、アジア・ゲートウェイ構想で定められた以下の方針に基づき、これま
での航空政策を大転換し、アメリカ流のいわゆるオープンスカイではない、国際
的に遜色のない航空自由化(アジア・オープンスカイ)を、スピード感を持って戦略
的に推進する必要がある。

① 関西国際空港･中部国際空港は、我が国を代表する国際拠点空港と
して、ふさわしい路線の開設や増便が実現できるよう、アジア各国との間
で互いに旅客分野、貨物分野の双方について、事業会社、乗入地点、便
数の制約をなくす「航空自由化」を二国間交渉により推進する。併せて、
国内空港とのネットワークの充実や機能分担等により、国際競争力の強
化のための施策を推進する。

② 地方空港についても、観光振興等を推進するため、既に始まっている
自由化交渉を加速化するとともに、交渉妥結前でも、路線開設や増便等
を暫定的に認める。安全の確認、ＣＩＱ、自衛隊等との調整を除き、実質
的には届出化を図る。併せて、定期便の前段階である国際旅客チャー
ター便を積極的に促進する。

③ 首都圏空港については当面、戦略的に活用するとともに、将来の容量
拡大等をにらみ、さらに自由化について検討する。

④ まず、中国をはじめとするアジアの各国との自由化交渉を推進する。
（アジアを優先）
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第二章 各圏域における空港のあり方
第一節 首都圏における空港のあり方
首都圏は、我が国経済にとって最も重要な成長センターであり、首

都圏の競争力を維持及び強化していくことなしに、今後、少子高齢化
や人口減少を迎える我が国が、世界やアジアの成長を最大限活用し
ながら、安定的かつ持続的な成長を実現していくことは困難である。
このため、首都圏における空港は、首都圏の潜在的な競争力を最

大限発揮するための社会及び経済の環境を支える基礎的なインフラと
して、国内航空ネットワークの中核としてだけではなく、アジアや世界
に対するゲートウェイとしての機能を十全に果たしていかなければなら
ない。空港制約が首都圏の潜在的な競争力の発揮を阻害するとすれ
ば、それは我が国の社会及び経済全体の損失に直結することとなる
ため、着実な空港容量の拡充が不可欠である。
これまで、増大する首都圏の航空需要に対しては、国際線の基幹

空港である成田空港と国内線の基幹空港である羽田空港の空港容量
をそれぞれ拡大することにより対応してきた。今後も、この基本的な役
割分担は堅持した上で、成田の北伸と羽田の再拡張を着実に推進し
ていく必要がある。また、両空港を有機的に連携させていく取組みも求
められる。
さらに、首都圏における空港容量の一層の拡大について、中長期的

に検討していくべきである。
１．羽田空港及び成田空港のあり方

(1) 今後の需要動向
今後の羽田空港及び成田空港の航空需要は、2012年度には国内
旅客が6,510万人（うち羽田6,390万人、成田120万人）、国際旅客が
4,450万人、国際貨物が293万トンにそれぞれ至り、2005年から
2012年度までの年平均伸び率は国内旅客が1.1％（うち羽田1.0％、
成田2.0％）、国際旅客が3.6％、国際貨物が3.9％になると見込まれ
ている。
一方、発着回数については、2012年度には国内旅客便が35.9万
回（うち羽田34.1万回、成田1.8万回）、国際旅客便が19.8万回、国
際貨物便が3.6万回にそれぞれ至り、2005年から2012年度までの
年平均伸び率は国内旅客便が2.2％（うち羽田2.1％、成田5.4％）、
国際旅客便が3.9％、国際貨物便が4.2％になると見込まれている。
その後2017年までの間においても、輸送量、発着回数ともに、国際
輸送を中心に、引き続き堅調に増加することが見込まれている。

(2) 今後のあり方
首都圏における旺盛な航空需要に着実に対応していくためには、現

在事業中の羽田再拡張事業（再拡張事業）及び成田北伸事業（北伸
事業）を一刻も早く完成させ、航空ネットワークの拡充を図る必要があ
る。
① 羽田空港については、再拡張事業が完了(2010年10月供用開始予
定)すると、発着能力が現在の29.6万回／年から40.7万回／年に拡大する
ことから、まずは、国内航空ネットワークの充実を図る必要がある。
同時に、将来の国内航空需要に対応した発着枠を確保しつつ、成田空港

の国際空港機能を補完するものとして、昼間時間帯（6時～23時）において国
際旅客定期便を就航させることとする。国際線は供用開始時に3万回とし、そ
の路線については、国内線の最長距離を一つの目安とする距離の基準だけ
でなく、需要や路線の重要性も判断し、羽田にふさわしい路線を、近いところ
から検討し、今後の航空交渉によって確定すべきである。
また、深夜早朝時間帯（夜23時～朝6時）については、騒音問題により

成田空港がクローズしているため、再拡張事業の完了後においては、騒
音問題等に配慮しつつ、貨物便も含めた国際定期便を就航させ、首都圏
における空港の24時間化を実現する必要がある。
これら国際定期便の就航に対応する国際線ターミナル等の整備及び運
営については、民間事業者の資金やノウハウ等を活用したPFI方式を新た
に導入しており、今後の国際航空需要の動向に柔軟に対応した施設の運
営、展開等を行っていくことが求められる。
あわせて、国内線ターミナルと国際線ターミナルの乗り継ぎ利便性にも

配慮するとともに、川崎方面等からのアクセスの多様化も検討する必要があ
る。
② 羽田空港については、再拡張事業完成前においても、国際機能の拡
充が重要であることを踏まえ、昼間時間帯における上海虹橋空港との
チャーター便や北京オリンピック期間中の国際臨時チャーター便の実現、
暫定国際線ターミナルの拡張、CIQ体制の強化、羽田－関空－海外の
路線展開と乗り継ぎ利便の改善等を推進する必要がある。
また、深夜早朝時間帯においても、アクセスの改善等を図りつつ、国際
旅客チャーター便（定期的チャーターや欧米便も含む）の就航を積極的
に推進する必要がある。
さらに、現在発着枠に多少の余裕がある特定時間帯（20時半から23時
までの出発及び6時から8時半までの到着）においては、0時40分から3
時40分の間が再拡張事業の工事のため、3本の滑走路とも全面クローズと
なることを考慮して、国際旅客チャーター便の実現を図る。
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③ 成田空港については、北伸事業が完了(2010年3月供用開始予
定)すると、 発着能力が現在の20万回／年から22万回／年に拡大
することから、成田空 港の特性を活かしたグローバルな国際航空
ネットワークの充実を図る必要 がある。
あわせて、成田空港と都心とのアクセスを改善すべきである。

④ 首都圏における両空港（成田と羽田）を一体的に活用していくため、
両空港間のアクセス改善等を図りつつ、旅客と貨物の円滑な移動を
確保する等、両空港の有機的連携を強化していく必要がある。
⑤ 横田空域の削減や関東空域の再編、RNAV（広域航法）経路の設
定など円滑な交通流の形成を図るとともに、航空交通管理機能の強
化や管制官等の教育訓練の高度化を図る必要がある。

(3) 中長期的なあり方
首都圏における航空需要については、再拡張事業及び北伸事業に

よる発着容量の増大により当面対処が可能であることが見込まれるも
のの、その後さらなる能力向上対策を進めなければ、おおむね10年後
には再度、空港容量は限界に達することが予想される。
このため、両空港のさらなる容量拡大に向けて、管制、機材、環境、
施設等あらゆる角度から、可能な限りの施策を検討していく必要があ
る。
その際、安全の確保に加え、以下の点に留意する必要がある。

① 成田空港については、内陸空港であり騒音問題があること、空港建
設以来の経緯を踏まえる必要があること等に留意すべきであり、地元
や関係自治体の理解と協力を得つつ検討していく必要がある。
② 羽田空港については、これまでの拡張により面的拡大を行う余地が
限 られてきている等の問題がある中で、容量拡大に伴う社会的なコス

ト負担のあり方にも留意すべきであり、関係自治体や周辺住民の理解
を求めつつ検討していく必要がある。
２．その他の空港のあり方
自衛隊基地である百里飛行場、米軍基地である横田飛行場につい

ては、それぞれの地域の航空需要に対応し、首都圏の航空需要の一翼
を担う役割を果たすものとして、その活用を図ることが適当である。
このため、百里飛行場については、引き続き共用化に向けた整備を

進める。
横田飛行場については、現在日米両国政府間において軍民共用化

の検討が行われているが、共用化に向けた取組みを積極的に推進する
必要がある。

また、首都圏第三空港については、これまで実施されてきた検討において、東
京湾における空域の確保や空港アクセスをはじめとする様々な課題が明らかに
なってきたが、首都圏における旺盛な航空需要等に鑑みると、羽田及び成田両
空港における利用状況や中期的な動向等も踏まえつつ、長期的な視野に立って
引き続き検討を行うことが望ましい。

第二節 近畿圏における空港のあり方
１．関西国際空港のあり方

(1) 今後の需要動向
関西国際空港（関西空港）における今後の航空需要は、2012年度には国
内旅客が590万人、国際旅客が1,380万人、国際貨物が109万トンに、その
後2017年度にはそれぞれ640万人、1,610万人、159万トンに達すると見込
まれている。この間の年平均伸び率は2005年度から2012年度までの国内
旅客が2.6％、国際旅客が3.1％、国際貨物が4.5％に、2012年度から2017
年度までの国内旅客が1.8％、国際旅客が3.1％、国際貨物が7.8％にそれ
ぞれなると見込まれている。
一方、発着回数については、2012年度には14.6万回、2017年度には

17.2万回に達し、年平均伸び率は2005年から2012年度までの間には
4.0％、2012年度から2017年度までの間には3.4％にそれぞれなると見込
まれている。

(2) 今後のあり方
関西空港については、これまで滑走路のメンテナンスを実施するため、週

3日各3時間程度深夜時間帯に滑走路が閉鎖されていたところであるが、今
年8月に予定されている第2滑走路の限定供用により、2本の滑走路を交互
にメンテナンスすることが可能となり、複数の長大滑走路を有して終日稼働
する、我が国初の本格的24時間空港となる。
同空港については、地理的及び経済的にアジアに近い国際拠点空港で

あり、人流及び物流の両面からアジアのゲートウェイとしての機能の強化を
図りつつ、そのフル活用を推進することが求められている。
具体的には、連絡橋料金引き下げをはじめとするアクセスの改善や、完
全24時間運用を活かした迅速な国際航空物流を実現する観点から、物流
施設の二期島への展開や構造改革特区制度の活用等による物流効率化
策について検討する必要がある。
また、関西空港は、その整備に際し多くの有利子資金が充てられたため、

毎年多額の利払いが発生しているが、関西空港の国際競争力を強化し、金
利動向に左右されない安定的な経営基盤の確立に向けて、関西国際空港 ２１
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株式会社の財務構造の抜本的改善について、そのあり方を検討す
べきである。

２．関西三空港における役割分担のあり方
関西圏については、域内GDPがスペインや韓国と比肩するレベル
に達しており、我が国においては首都圏に次ぐ航空需要を有する大規
模な需要圏となっていることから、今後の航空需要に適切に対応して
いくためには、関西空港、伊丹空港及び神戸空港の3空港が適切な役
割分担の下、トータルとして最適運用を果たしていくことが重要である。

(1)  このような観点から、3空港については、平成17年11月に関西3空
港懇談会において、以下の役割分担の下で最適運用を図っていくこ
とが了承された。今後もこの方針の下で関西3空港を利活用していく
ことが適当である。
① 関西空港は西日本を中心とする国際拠点空港であり、関西圏の

国内線の基幹空港。国際線が就航する空港は、今後とも関
空に限定することが適当。2007年の2期限定供用に向けては、
2007年度13万回程度、2008年度13.5万回程度の発着回数を確
保すべく、利用促進が大きな課題。

② 伊丹空港は国内線の基幹空港。環境と調和した都市型空港とす
るという観点から平成16年に運用見直しの方針を決定し、発着回数
は総枠370（うちジェット枠については200）を上限、運用時間は7時
から21時までの14時間。また、空港整備法上の位置付けに関しては、
空港整備法上の空港種別の在り方の見直しの必要性等の論点を踏
まえ、第2種A空港への変更につき、次期社会資本整備重点計画の
策定の中で、交通政策審議会航空分科会において検討を行う。
③ 神戸空港は150万都市神戸及びその周辺の国内航空需要に対応
する地方空港。運用時間は15時間。3空港間の役割分担を踏まえつ
つ、安全かつ円滑な航空機の運航の観点から、1日の発着回数は60
回、年間の発着回数は2万回程度が上限となる。

(2) この基本的考え方の下、関西空港については、現在、地元経済界、
自治体、関西国際空港株式会社が一体となって、強力に関空利用
促進事業を展開しているところであるが、引き続きその継続強化を図
ることが適切である。

(3) 上記の関西3空港懇談会において了承された考え方の下、第2種A
空港への変更が課題である伊丹空港の空港整備法上の位置付けに
関しては、大都市圏拠点空港の整備が一巡しようとしている状況の

中で、空港整備法上の空港種別の在り方の見直しの必要性等の論点を踏ま
え、次期社会資本整備重点計画の策定の中で、引き続き検討を行う必要が
ある。

第三節 中部圏における空港のあり方
(1) 今後の需要動向
中部国際空港（中部空港）における今後の航空需要は、2012年度には国内
旅客、国際旅客ともに680万人、国際貨物が32万トンに、その後2017年度に
は各々740万人、860万人、54万トンに達すると見込まれている。この間の年
平均伸び率は2005年度から2012年度までの国内旅客が横ばい、国際旅客
が3.6％、国際貨物が4.5％に、2012年度から2017年度までの国内旅客が
1.7％、国際旅客が4.7％、国際貨物が11.2％にそれぞれなると見込まれてい
る。
一方、発着回数については、2012年度には10.5万回、2017年度には12.7
万回に達し、年平均伸び率は2005年から2012年度までの間は横ばい、2012
年度から2017年度までの間には3.9％になると見込まれている。

(2) 中部空港のあり方
平成17年2月17日に開港した中部空港は、2005年に開催された愛知万博
効果の反動もあって、国内線には需要の伸び悩みがみられるものの、国際線
については引き続き好調に推移している。
中部空港は、成田空港・関西空港と並ぶ国際拠点空港であり、24時間運用
を活かしてアジアのゲートウェイとしての機能を強化するため、さらなる物流
施設の展開や構造改革特区制度の活用等を検討する必要がある。しかしな
がら、現在は滑走路が1本であることから週3日深夜時間帯にメンテナンスの
ため閉鎖されており、深夜貨物便等のさらなる推進のためには、将来に向け
て、完全24時間化を検討し、フル活用を図る必要がある。そのためには、地
元関係者の努力による需要の拡大を図りつつ、中部圏における空港間の役
割分担を踏まえ、長期的な視野に立って中部空港の機能向上のあり方を検
討していくことが望ましい。

第四節 三大都市圏以外の地域における空港のあり方
１．地域における拠点的な空港のあり方
我が国の地域社会は、少子高齢化を伴う人口減少の進展、産業構造の変
化、地方分権や市町村合併の進展、地域ブロック内での二極化(大都市部へ
の集中等)、各地域と東アジアとのヒトやモノの直接交流の進展等といった転
換期を迎えている。 ２２
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こうした中、今後、各地域における拠点的な空港は、国内航空ネッ
トワークの充実を図る上で基盤的な役割を担うとともに、東アジアを
はじめとする諸外国との直接交流を促進する上でも重要な役割を果た
すことによって、各地域における内外の中核的な交流拠点として機能
していくことが望まれる。
とりわけ、福岡空港及び那覇空港については、将来的に需給が逼

迫する等の事態が懸念されるため、抜本的な空港能力向上方策等に
関する総合的な調査が進められている。この調査は、パブリックインボ
ルブメント(PI)の手法を取り入れ、地域住民を含む幅広い関係者の参
画を受けてそれぞれ段階的に実施されている。
福岡空港については、これまでの調査で、既にピーク時には航空

機の慢性的な遅延が発生し、2010年代初期には、滑走路処理容量に
余力がなくなり、需要に十分応えられなくなるとされている。今後、現空
港の有効活用、近隣空港との連携、滑走路の増設、新空港の建設と
いった対応案と、それらを評価する視点をまず示して意見を求め、そ
の結果を踏まえて、対応案の比較評価と方向性の案を示し、意見等を
取りまとめる。
那覇空港については、これまでの調査で、現在の施設のままでは、

2010年～2015年度頃には観光のピークシーズンである夏期を中心に
航空旅客需要の増加に対応できなくなるおそれがあるとされている。
今後、将来の対応策として現空港の有効活用策と複数の滑走路増
設案、並びにそれらの評価について提示し、意見等を取りまとめる。
両空港については、これらの調査結果を踏まえ、抜本的な空港能

力向上のための施設整備を含め、将来需要に適切に対応するための
方策を講じる必要がある。
なお、PIの手法を取り入れた総合的な調査は、透明性や客観性を

確保し、幅広い合意形成を図りながら空港整備を検討するものであり、
他の空港においても今後参考とすべきものである。
また、地域における拠点的な空港については、地域活力の向上、

国際競争力の強化、観光立国の推進等に不可欠な社会基盤であり、
内外の広域的な交流拠点として、空港能力の向上、国際線ターミナル
の機能強化、鉄軌道系アクセス等空港アクセスの改善等その機能の
向上を図るとともに、航空ネットワークの充実に向けて、その活用を
推進することが重要である。

２．一般空港のあり方
増大する航空需要への対応や、地域の交流拠点の形成等を図るため、空

港の新設や滑走路の延長等といった事業がこれまで着実に推進されてきた結
果、空港数は現在97（うちジェット化空港66）を数えるに至り、空港までのアクセ
ス2時間圏内人口は全人口の約95％に達しており、事業実施中の空港を加え
ると、空港の配置的側面からの整備は全国的に見れば概成したものと考えら
れる。
このため、拠点的な空港以外の一般空港については、自立的で活力のある

地域づくりや地域の国際化のための社会基盤として、ハード及びソフトの組み
合わせを十分に考え、就航率の改善や国際化対応の強化等その質的な充実
を図るとともに、観光振興のためにもその利用を促進し、既存ストックを最大限
活用していく必要がある。
また、離島空港については、島民生活の安定や離島振興などの観点から、

航空ネットワークの維持や活性化等を図るため、就航率の向上施策、路線維
持対策、必要な施設整備等を着実に推進していく必要がある。

第三章 航空保安システムのあり方
我が国における大都市圏拠点空港等の整備の進捗と周辺諸国の経済

発展により、今後とも日本の上空を利用する航空交通量は増加する一方であ
る。このような中で、高い安全性を確保しつつ、多様化する利用者ニーズと我
が国経済の発展、地方の活性化、諸外国との交流拡大、地球環境問題といっ
た政策課題に適確に応えていくためには、混雑空域の解消や効率的な運航
を図る必要があることから、以下の取組みを講じる必要がある。

１．航空交通量増大への対応
我が国における航空交通量は、国内線、国際線及びアジア北米間を飛行する
上空通過需要の堅調な伸びにより今後さらに増大するものと予測される。特に
再拡張事業、国際拠点空港の整備等により首都圏を中心とした航空需要の顕著
な増加が見込まれている。また、運航効率の向上や地球的規模の環境問題へ
の対応の観点から、空中待機の減少、飛行経路の短縮、経済的高度の飛行等
による、より燃費効率の良い航空交通の形成が求められている。
このため、航空交通管理の推進等により、空港や空域の容量を最大活用する
とともに、さらに円滑かつ効率的な航空交通の形成を図る必要がある。

(1) 空域の処理容量拡大及び有効利用
特に空域が混雑している首都圏においては、今後の交通需要増大に対応す
るため、横田空域の削減や羽田及び成田のターミナルレーダー空域の統合等
により関東空域の再編を実施し、航空機運航上のボトルネックの解消を図る ２３
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べきである。また、自衛隊及び米軍の使用状況に応じた訓練試験空域
等への民間機の通過など軍民が協調した空域の柔軟利用や米軍空
域の返還を進めるとともに、空域の混雑状況に応じて管制官の担当空
域の形状を変えるなど、混雑状況に応じた空域の柔軟運用を行う必要
がある。さらに、航空交通管理（ATM）センターにおいてシミュレーショ
ンを用いた空域や経路構成の評価や再設計を実施し、空域構成の最
適化を図る一方、太平洋上空域においては、運輸多目的衛星
（MTSAT）等を活用した更なる管制間隔の短縮を実現し、空域容量の
拡大及び最適経路の提供を行う必要がある。

(2) 円滑かつ効率的な航空交通の形成
飛行経路の短縮や円滑な交通流の形成によりパイロットや管制官の
ワークロードの軽減を図ることで管制処理能力を向上させるため、離
陸から着陸までの全飛行フェーズに広域航法（RNAV）運航方式を導
入展開し、全国的なRNAV経路ネットワークを構築するとともに、次期
管制システム等の管制支援機能を拡充する必要がある。
また、出発遅延や空中待機の減少を図るため、運航者、気象庁等と
の情報共有及び連携を進め、運航ダイヤ作成時における情報提供や
調整を行うほか、交通流や交通量の予測等の交通管理精度及び気象
予測精度を向上させ、悪天候等の異常時における対応能力の向上を
図る必要がある。
さらに、東アジアをはじめとして増大する国際交通流及び国内交通
流の調和を図るため、洋上入域機の高度割り当てプログラムの導入
による経済的な高度の公平な分配やATMセンターと隣接FIRの管
制機関との国際交通データ交換の実施を通じた、国際的な交通流管
理を行うことについて検討する必要がある。

２．就航率の改善等による利便性の向上

国民生活や経済活動のスピードが早まりつつある中、就航率の改善
は、航空の信頼性と利便性を向上する上で重要な課題である。視界不
良など自空港の気象要因による欠航を削減するため、計器着陸装置
（ILS）の高カテゴリー化や双方向化、衛星航法を利用したRNAV進入
方式の導入、並びに除雪体制の強化や滑走路の改良等を実施し、官
民の連携によって空港の就航率を向上させる必要がある。
また、航空機の運航に必要不可欠な航空情報については、今後、航
空情報（AIS）センターにおいて電子化や提供する情報範囲の拡大等
を実施するとともに、提供情報の誤り防止のため、情報の生成から利
用まで一貫した品質保証管理体制を構築することが必要である。

３．危機管理対応を含む高い安全性の確保
航空保安システムにおいて、高い安全性の確保は、何よりも優先されるべき課
題である。今後の航空交通量の増大に対応し、さらに高い安全性を確保するた
め、国際民間航空機関（ICAO）における標準化に応じて、事前予防的な安全対
策を実現する安全管理システムを航空保安業務に導入するとともに、航空機の
実飛行高度を監視する機能等の安全性評価・監視機能の整備について検討す
る必要がある。
また、航空機の滑走路侵入トラブルの防止、管制官やパイロットの通信負荷軽
減や誤り防止等を図るため、地上走行航空機の監視能力の向上やデータリンク
による通信能力の向上等、管制官やパイロットに対する各種支援システムを段
階的に充実強化する必要がある。
さらに、小型機の事故防止のため、これまでの施策に加えて、既存のITV画像
を利用して運航者へ気象情報を提供するなど既存ストックの活用による新たな
運航支援の強化のあり方について検討する必要がある。
また、航空保安システムは、航空輸送を支えるインフラであり、その中断は社会
的に大きな影響があることから、大規模災害時にも航空交通の安全と秩序を維
持し一定の交通量を確保するため、被災時にシステム開発評価・危機管理セン
ターや他管制部に業務を移駐する仕組みの拡充を図るなど危機管理対応能力
の向上が必要である。

４．国際連携等

今後も交通量の急増が予想されるアジア太平洋地域において、安全で円滑か
つ効率的な航空交通を実現するとともに、地球的規模の環境問題にも対処する
ため、将来の航空保安システムの導入等に関し、ICAO、欧米、アジア諸国等と
の連携強化を図る必要がある。また、アジア諸国の人材育成や教育支援に貢献
すべきである。
また、欧米での先進的な取組みに遅れを取ることのないよう、我が国におい

ても航空会社、メーカー、大学、研究機関等と産学官連携して、新技術や方式等
の調査、研究開発等を戦略的に推進し、アジアにおける将来システムの構築に
ついて検討する必要がある。
５．航空保安職員の育成強化及び航空保安業務の効率性向上
新たに導入される高度な航空保安システムや技術、安全管理システムなどを

最大限活用するため、必要な要員を確保するとともに、カリキュラムの見直しや
質の充実を図るなど、航空保安大学校等を活用した航空保安職員の育成を強化
する必要がある。
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一方で、集約管理の拠点となるシステム運用管理センター（仮称）及
び一貫したライフサイクル管理を実施する技術管理センター（仮称）を
設置するとともに、増大する通信量に対応するための次期航空保安
情報ネットワークの導入を進め、整備コストや維持管理コストの縮減を
図る必要がある。また、無指向性無線標識施設（NDB）、航空路監視
レーダー（1次レーダー）の段階的廃止に加え、RNAVなど新技術への
移行に伴い、超短波全方向式無線標識施設（VOR）についても段階的
な縮退を図るとともに、航空保安システムに供する電源システムにつ
いては、技術開発の進展、機器の省エネ化等を踏まえ、リスク分散を
図った高信頼で経済的なシステムを検討する必要がある。

第四章 既存空港及び航空保安システムの機能向上等のあり方
１．既存ストックを活用した空港の高質化
これまでの空港整備は、増大する航空需要への対処、航空ネット
ワークの構築・拡充、機材のジェット化や大型化への対応等を図るた
め、空港の新設や滑走路の延長等の整備に主眼が置かれており、利
用者の利便性向上という観点からの既存ストックを活用した取組みが
十分ではなかった。
今後の空港整備に関しては、既存ストックを活用し、航空輸送サービ
スの質や利用者にとっての使いやすさといった観点から、空港の高質
化を推進する必要があり、①就航率の改善等による信頼性の向上、
②拠点的な空港への鉄軌道系アクセス等による空港アクセスの利便
性の向上、③利用者動線のバリアフリー化等による空港のユニバー
サルデザイン化の推進、④増大する国際航空需要等に対応するため
のターミナル諸施設の機能向上、⑤観光振興にも資する情報の提供
及び発信機能の拡充等、ハード及びソフトの組み合わせによる様々な
取組みについて、他の事業との連携も強化しつつ推進する必要がある。
また、大都市と地方都市間等を小型機材で運航する輸送形態が近
年増加してきていることを踏まえ、これに対応した施設整備等も進める
必要がある。
なお、空港ターミナルビル事業者や駐車場事業者等にあっては、地元
自治体や空港を利用する関係者等と連携しつつ、空港における利用者
の利便性や快適性の向上に向けて、一層の貢献が求められる。

２．安全安心の確保
(1) セキュリティの向上
米国同時多発テロ事件以降、航空におけるセキュリティの確保に万全を期す
ため、最高水準の警戒態勢の恒久化、航空貨物に係る保安対策基準の強化
、空港警備の強化を推進するとともに、場周柵の材質強化やセンサーの設置
等空港への不法侵入対策に重点的に取組んできた。ところが、平成18年8月に
英国で液体性爆発物を使用した航空機爆破テロ計画が未然に摘発される事案
が発生したほか、各地の空港において不法侵入事案が相次ぐ等、航空におけ
るセキュリティに対する脅威が高まりつつある状況に直面している。
このような状況を踏まえ、液体物の客室内持込制限や侵入防止対策の強化・
拡充といった取組みを一層推進しているところであるが、今後も、航空における
セキュリティを確保及び向上させるための取組みを着実に推進する必要がある。
(2) 空港の耐震化
過去の地震災害において、空港が緊急物資輸送の拠点等としての役割を果
たしたように、空港は、被災地域と外部地域を直接結ぶことができる特性を活
かし、①救急、救命活動等の拠点機能（発災後極めて早期の段階）及び緊急
物資や人員等の輸送受け入れ機能（発災後3日以内）、②航空ネットワーク維
持（発災後3日を目途に民航機の運航を再開し、極力早期に通常時の50％程
度の輸送能力を確保）、③背後圏経済活動の継続性の確保など様々な役割を
担うことが求められている。
一方、現状の空港及び航空保安施設については、約4割の空港で地盤の液
状化が発生する可能性があるほか、庁舎、管制塔等についても約2割の施設
について耐震性の確認が必要であるなど、大規模地震に対して耐震性が確保
されている空港が約1割強しかなく、耐震対策はライフラインの確保等を含め、
未だ大きく立ち遅れた状況にあると評価せざるをえない。
こうした状況を踏まえ、緊急輸送の拠点となる空港について、地域的な空港
分布、地震発生確率、整備費用等を考慮した上で、庁舎、管制塔等の耐震補
強等を早急に推進するとともに、被災した空港への専門家の派遣等ソフト面の
取組みを進める必要がある。特に航空ネットワークの維持や背後圏経済活動
の継続性確保の観点から、航空輸送上重要と考えられる空港については、今
後、10年間を目途に液状化対策等による滑走路、航空保安施設等の耐震性
の向上を推進する必要がある。また、空港運用の継続に不可欠な電力、通信
をはじめとするライフラインの確保等の課題についても検討を行う必要がある。
なお、これらの対策を講ずるにあたっては、液状化対策の効率化等によるコ
スト縮減を図りつつ、計画的に実施していくべきである。
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３．空港及び航空保安施設の適切な維持、更新及び改良
これまでの空港及び航空保安施設の整備により、そのストック量は、
一貫して増加を続け、約30年の間で、我が国の滑走路延長は約1.7倍、
計器着陸装置（ILS）の設置箇所数は約3.3倍に増加してきている。
これらの施設の機能を適切に発揮させるためには、空港の的確な管
理運営に加え、既存施設の更新を着実に推進することが不可欠である
が、これまで増大する航空需要への対応等のため、空港の新設や増設
を優先し、更新等に要する費用を抑制してきた。このため、点検業務の
強化など予防保全を進め、施設の延命化を図ってきたものの、本来想
定されていた耐用年数を経過した施設が増加するにつれ、近年、これら
の適切な機能保持が喫緊の課題となっている。
これら既存施設の着実な更新を進めるためには、引き続き緊急性の
高い既存施設を早急に更新するとともに、施工方法の改良等によるライ
フサイクルコストの縮減や管理体制の充実等を図りつつ、既存施設の円
滑かつ計画的な更新を推進するべきである。

４．航空物流機能の強化

国際分業の進展等による経済のグローバル化に伴い、部品の調達か
ら生産、販売までの全体最適化を目指すサプライチェーンマネジメントを
基本とする経営戦略を進める荷主にとって、国際物流は極めて重要な
位置付けとなっている。さらに、アジアをはじめとする産業構造の急激な
変化、ユーザーの要求水準の高度化、臨空部におけるロジスティクスセ
ンターの形成の進展等により、他の輸送機関より速達性に優れる航空
による貨物輸送の重要性はますます高まっている。
航空物流は、我が国の経済活動を支える基盤的な役割を担うとともに、
国際競争力の強化を図る上でも重要であることから、貨物をより速く、安
く、安全に輸送するための航空物流機能の強化が求められている。
具体的には、首都圏における航空物流機能の強化を推進するため、
まずは、成田空港の内外の物流の効率化や円滑化を図る必要がある。
2010年以降は、羽田、成田の両空港の一体的な運用を推進するため、
貨物取扱い能力の強化や空港周辺エリアも含めた両空港間の貨物輸
送の一層の円滑化を図るとともに、保税運送等といった諸手続について
の簡素化や効率化を働きかける必要がある。
また、関西空港及び中部空港については、24時間運用を活かし、迅速
な航空物流を実現するため、物流施設の整備を進めるとともに、構造改
革特区制度の活用等による物流効率化策について検討する必要があ
る。

さらに、地方空港における国際物流ダイレクトネットワークの充実のた
めの環境整備を推進するとともに、深夜貨物便就航にあたっての周辺
地域との合意形成の円滑化、ICタグを活用した航空物流のシステムの
構築等を推進する必要がある。

５．環境対策のあり方
国土の狭隘な我が国において、航空需要に対して適切に対応し、航空輸送

サービス水準の向上を図るためには、空港の管理運営に伴う環境負荷を軽減し、
周辺地域との共生を図ることがとりわけ不可欠であり、かかる観点から、これま
で多様な環境対策が実施されてきたところである。
この結果、航空機の低騒音化の進捗等とも相まって、既往の環境対策が一定
の成果を上げている一方で、大都市圏拠点空港や主要地域拠点空港を中心と
する旺盛な航空需要等へ適切に対応するためには、従前の環境対策に加え、空
港周辺自治体等、地域との新たな連携体制を構築するなど、様々な取組みを推
進する必要がある。
また、社会経済情勢の変化も踏まえ、従前の環境対策については見直しを適
切に推進すべきであるといった指摘が寄せられている。
このような状況を踏まえ、今後、環境対策のあり方について検討を進める必要
がある。

第五章 空港及び航空保安システムの整備及び運営に係る基本的制度のあり方
１．国際拠点空港の運営体制のあり方
国際拠点空港（成田国際空港、関西国際空港及び中部国際空港）は、我が
国の経済産業や国民生活にとって不可欠な社会インフラであり、我が国の国際
競争力に大きな影響を及ぼすことから、増大する航空需要に対応して必要な
空港容量の確保が図られ、国際航空ネットワークの結節点として有効に機能し、
安全で良質なサービスが公平な形で継続安定的に提供されなければならない
事業である。また、その整備には巨額の資金と長い回収期間を要する上に、設
置場所が限定されることから、独占・寡占の状態になりやすく、代替不可能であ
るという特性を有している。一方で、航空機騒音が周辺地域に与える影響や空
港が地域経済に果たす役割等を認識し、地域との共生という視点に立って、そ
の運営を行っていくことも重要である。
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国際拠点空港の経営形態については、平成14年12月の交通政策審
議会航空分科会答申及び閣議決定（「道路関係四公団、国際拠点空港
及び政策金融機関の改革について」）において、完全民営化の方向が
示されており、利用者利便の向上やこれを通じた国際競争力の向上等
の効果が期待されている。
このような完全民営化の効果を発揮するためには、空港会社の経営
の自主性を確保し、創意工夫を発揮できるようにする必要があるが、国
際拠点空港の公共的な役割や、独占性、代替不可能性といった事業特
性から、全てを自由に委ねることは、様々な課題がある。このため、これ
らを解決して、完全民営化の所期の効果を発揮し、国際拠点空港の適
正な運営を確保するため、以下の考え方で対応すべきである。

(1) 国際拠点空港政策を踏まえた空港機能の拡充に向けて
航空需要の増大に伴い、滑走路の整備や発着回数の増加等が求め
られる場合であっても、空港会社が投資に見合う増収が見込めないと
判断すれば、これを確実に実施することが困難になる等、国際拠点空
港政策と空港会社の経営方針とが整合しない事態が生ずるおそれが
ある。
このため、今後の国際拠点空港政策は、明確な将来像を提示すると
ともに、空港会社の経営方針との整合性を確保しつつ、社会経済情勢
や利用者ニーズを空港の管理運営に機動的に反映できるようにする
必要がある。具体的には、国が、国際拠点空港の果たすべき役割、各
空港の機能や能力のあり方等についての基本的な指針を作成し空港
会社に対して明示し、空港会社がこの指針を踏まえ事業に関する基本
的な計画を作成し、空港の整備・維持管理、サービス内容等に係る
計画内容を明らかにする仕組み等を設けることが考えられる。

(2) 適正な料金水準の確保に向けて
国際拠点空港の事業特性から、空港に関する各種料金が高騰・高
止まりし、サービス水準が低下する事態が生ずるおそれがあるため、
例えば、着陸料、PSFC等の航空系事業に係る料金のような価格競争
が働かないおそれがあるもの、価格交渉能力に著しい格差があるもの
等については、一定のルールにより適正な料金水準を確保する必要
がある。
また、料金水準の妥当性についての的確な判断のため、適正な料金
水準を確保するためのルールの運用に必要となる情報が確実に得ら
れるようにするとともに、料金水準について利用者の納得を得られるよ
うにするため、料金に関する情報の透明性を確保することが重要である。

(3) 適正な資本構成の確保に向けて
投資を犠牲にした高配当要求や高値売抜けを目的とする等、空港会社の

長期的な企業価値向上に関心がない者等による買収や、外国資本や特定株主
による経営支配を国家的見地等から防止するため、例えば、外資の株式保有及
び一株主の大量株式保有に関するルールの制定、拒否権付株式の発行等が考
えられる。
(4) 環境対策・地域共生策等の適切な実施の確保に向けて
完全民営化に伴い、環境対策・地域共生策が求められる場合であっても、資

本コストに見合わないものについては実施されない事態が生ずるおそれがある
ため、例えば、環境対策・地域共生策等の実施について、これを義務付け、又は
空港会社の事業経営の指針に位置付ける等、所要の環境対策が実施されるこ
とを確保する方策を講ずる必要がある。
(5) その他、適正な事業運営の確保に向けて
完全民営化のために、各空港会社の設立に関する根拠法令が廃止された場

合、株主利益等のみが重視され、安全・安心の軽視、サービス水準の低下、経
営の透明性及び事業の継続性の低下等が生ずる懸念があるため、適正な事
業運営を確保するための措置を検討する必要がある。
なお、その際には、適正な経営情報や技術情報に基づく十分な監視が行われ、

料金水準を含めた空港運営のあり方に関する諸情報が必要に応じて適切に開
示されるように必要な措置を講じることが重要である。

(6) 各国際拠点空港ごとの課題の整理
完全民営化を進めるにあたっては、市場等からの適正な評価を得るため、同

一地域にある複数空港間の役割分担、財務状況の改善、国際拠点空港として
必要な施設整備のあり方等の各国際拠点空港ごとの設立の経緯や立地条件
等に起因する課題について一定の整理が必要である。

２．空港整備特別会計のあり方
空港整備特別会計については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改
革の推進に関する法律（行革推進法）において、平成20年度に他の公共事業関
係特別会計と統合し、事務・事業の合理化及び効率化を図ることとなっており（同
法第20条第1項）、さらに、空港整備特別会計において経理されている事務及び事
業については、将来において、独立行政法人その他の国以外の者に行わせること
について検討することとされているところである（同法第20条第2項）。

(1)  特別会計の統合及び事業の効率化等
空港整備特別会計については、平成20年度に、道路整備特別会計、治水整
備特別会計、港湾整備特別会計及び都市開発資金融通特別会計と統合し、 ２７
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「社会資本整備事業特別会計」となり、社会資本整備事業特別会計
においては、共通経費の一元経理を行うため業務勘定を設置するとと
もに、受益と負担の関係を明確にするため「空港整備勘定」等を設置
することとしている。このため、まずは、これら特別会計の円滑な統合
と、事務・事業の合理化や効率化を推進していく必要がある。
また、公共事業評価など政策評価を引き続き厳格に実施するととも
に、その精度の向上に努める必要がある。
なお、事務・事業の効率化等を図るため、空港整備特別会計におい
ては、これまでPFIを活用して、羽田の国際線ターミナル地区の整備や、
航空保安大学校の移転等の事業を推進してきたが、今後とも必要に
応じPFI方式の活用を検討していく必要がある。

(2) 空港整備特別会計の透明性の向上
空港整備特別会計については、従前より財務書類の作成及び公表
を行ってきているが、収入、支出等といった財務状況をさらにわかりや
すく国民や利用者に提示できないかといった指摘がある。空港整備特
別会計の他の公共事業特別会計との統合を踏まえると、空港整備特
別会計に係る部分の財務状況の透明性の向上については、空港及び
航空保安システムの整備の効率性の向上、説明責任の履行といった
観点からは意義を有するものと考えられることから、例えば業務や空
港毎の収支を把握するなど、今後さらに具体的方策とその手法につい
て検討を進めていく必要がある。

(3) 将来のあり方
将来において、独立行政法人化等の検討を行うにあたっては、現在

のところ以下の課題が考えられる。
① 羽田再拡張事業等により、着陸料等の自己収入（19年度3,239億
円）を歳出（同5,638億円）が大きく上回る状況が当分の間見込まれる
ため、独立採算は当面困難であること、
② 現在既に9,000億円超の借入残高があり、さらに、羽田再拡張事業
により追加的に約4,000億円の借入金が必要であるが、これら多額の
借入金について償還の目途をつける必要があること、
③ 航空管制は、交通警察と同様の性格を有する公権力の行使であり、
特にﾊｲｼﾞｬｯｸ・テロや有事の対応は国家的な危機管理業務であること、
④ 航空管制は、米軍や自衛隊の空域が複雑に入り組んでいる中で空
域に係る交渉や日々の運用調整が必要となることや、隣接するアメリ
カ、ロシア、中国、韓国、北朝鮮、台湾及びフィリピンの航空管制当局
と航空路設定、国際交通管理、捜索救難等に係る交渉や調整を行う

必要があることから、我が国においても国自らが責任を持って取り組
む必要があること、

さらに、独立行政法人化等を将来において検討する場合、我が国の国内航空
サービスは全国の基幹空港による有機的ネットワークの構成により初めて適切
に機能することに留意するとともに、空港をいかに効率的に運営していくべきかと
いう点についても検討していく必要がある。

３．空港使用料及び航行援助施設利用料のあり方
空港整備特別会計の運営経費は、純粋一般財源をはじめとする、多様な財源
によって賄われているところであるが、このうち空港使用料等（着陸料、停留料及
び保安料）と航行援助施設利用料は空港整備特別会計の歳入全体のおよそ三
分の一を占めている。

(1) 空港使用料のあり方
着陸料については、大都市圏拠点空港の整備等により逼迫し、多額の借入金
を抱える空港整備特別会計の財源として重要な地位を占めている。

我が国の着陸料は、機材の最大離陸重量と騒音値に応じた料金を徴収する体
系となっているが、諸外国では、①基本料金制を導入している空港が少なからず
存在すること、②混雑度やコストに応じた時間帯毎の料金を設定している空港が
存在すること、③一律に騒音値に着目した着陸料体系を採っている国や空港は
稀であること、④航空機に着目した着陸料に加え、旅客単位で各種の料金や税
を徴収しているケースも多いこと、等を勘案しつつ、空港の適切な使用料体系の
あり方について、今後検討を進める必要がある。
あわせて、ローカル路線の減少が続く中、地方航空ネットワークの維持及び充
実のために望ましい着陸料体系のあり方についても検討する必要がある。

(2) 航行援助施設利用料のあり方
現在の航行援助施設利用料の体系は平成12年の上空通過料の導入を除き、
昭和46年の制度創設以来基本的骨格が変更されておらず、国際線については
機材の重量に応じた三区分の固定料金、国内線については航行距離に応じた
重量従量制料金（小型機材については一律料金）、上空通過については固定料
金が課されている。
しかしながら、航行援助施設利用料を財源として整備される航空保安システム

については、現在、欧米等主要国との間で、将来に必要な無線施設や管制施設
等の仕様について検討が進められている。これを踏まえ、ICAOにおいても、将
来的な航空保安システムの整備水準を踏まえた新たな航行援助施設利用料体
系を検討しており、我が国においても、このような国際的動向を踏まえ、航行援
助施設利用料体系のあり方を検討する必要がある。 ２８
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４．国際拠点空港の民営化による株式売却収入
国際拠点空港の完全民営化の進捗に伴って、空港整備特別会計の
保有する国際拠点空港の株式に係る売却益が発生することが今後想
定されるが、この株式売却収入については、大都市圏拠点空港の国際
競争力強化や空港整備特別会計の財務状況など我が国の空港を取り
巻く諸課題を踏まえつつ、その具体的活用方策について今後検討を
行っていく必要がある。

５．空港の整備及び運営に関する制度のあり方
我が国の空港整備に関する基本的ルールを定める空港整備法は、空
港を国際航空路線に必要な飛行場（第一種空港）、主要な国内航空路
線に必要な飛行場（第二種空港）、地方的な航空運送を確保するため
必要な飛行場（第三種空港）の三類型に区分し、それぞれについてその
性質に応じた設置管理ルールを定めている。
こういった空港毎の機能に応じた戦略的な整備により、高度経済成長
期以降、爆発的に増大する我が国の航空需要への対応を図ることがで
きた点については、現行の空港整備制度の果たしてきた役割を評価す
ることができる。
一方、空港の運営については、公的主体が自らの所有する施設を公
物として管理するという点にこれまではウエイトが置かれており、空港機
能の一翼を担う関係事業者との連携が十分に図られていないことや、
内外の航空路線の誘致や利用の推進など空港全体のマネジメントが求
められてきていること等が課題としてあげられる。加えて、我が国の空港
全体、あるいは個別空港について、中長期的な整備や利活用のあり方
を関係者が一体となって検討していく取組みも必ずしも十分でない状況
にある。
今後は、空港の着実な整備に加え、空港の運営面も重視していく必要
があり、国際拠点空港をはじめとする空港の適正な運営を確保するた
めの仕組みを早急に検討していく必要がある。

おわりに
上述の通り、本文は、今後の空港及び航空保安システムの管理及び運営につ

いての今後のあるべき具体像を提示したものである。
ここに掲げられた方策を推進するにあたっては、今後、様々な課題や困難に直
面することも考えられるが、我が国全体、各地域、ユーザーにとって最適な姿を
実現するためには、関係者が一丸となって取組み、スピード感を持って実行に移
していく必要がある。
これらの方策が今後の航空政策に適切に反映されることを強く望み、交通政策
審議会航空分科会の最終取りまとめの結語とする。
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（６）空港法制定（本年６月公布）のため
の法改正の内容



空港における利用者利便の向上及び安全の確保を図るため、国土交通大臣による基本方針の策定、空港機能施設の建設及び管理を国土交通大
臣の指定を受けた者が行う制度の創設、空港の設置者に対する空港保安管理規程の作成及び届出の義務付け等所要の措置を講ずる。

空港利用者のさらなる利便や安全性の向上を実現！

利用者本位の空港運営に

空港政策の重要課題は「整備」から「運営」へシフト

空港をめぐる社会経済情勢の変化

空港に
おける事件・
事故の多発

空港利用者
のニーズの
多様化や
高質化

【平成19年】
全国の
空港数
97箇所

【昭和42年】
全国の
空港数
52箇所

航空需要が着実に増大する一方、
配置的側面からの空港整備は概成

仁川国際空港より

東アジア地域における空港整備
の進展による空港間競争の激化

法律の概要

【空港整備法（空港法に改称）の一部改正】

○ 国土交通大臣は、空港の設置及び管理に
関する基本方針を策定し、公表。

○ 基本方針を定めるに当たっては、交通政策審議会
の意見を聴取

空港基本方針の策定
○ 空港の区分の見直し 【空港整備法の一部改正】

→ 第一種、第二種、第三種としていた区分を見直し、各空港の果たしている
機能や役割に応じて、空港の設置管理者や費用負担ルールを規定。

○ 空港ターミナルの適確な運営の確保

→ 国管理空港において航空旅客ターミナル施設、航空貨物ターミナル施設、
航空機給油施設の建設・管理を行う者を指定。旅客取扱施設利用料の上
限認可等の措置により、指定された事業者の適確な運営を確保。

空港の適確な管理を通じた空港利用者の利便の向上

【空港整備法、航空法の一部改正】
○ 空港の利用者利便の向上や安全確保のため
の協議会制度を創設

空港周辺地域や空港関係者との連携強化
空港保安対策の強化による空港利用者の安全の向上

【航空法の一部改正】

○ 空港を安全かつ適確に管理するための管理マニュアル（空港保安管理規
程）の作成及び届出の義務付け等所要の措置により、空港の保安対策を徹底

空港整備法及び航空法の一部を改正する法律
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旧空港整備法及び空港法における空港の範囲

旧空港整備法の
空港の範囲

飛行場

空港（主として航空運送の用に
供する公共用飛行場）

第一種空港（５）：成田、関空、羽田、伊丹、中部
（国際航空路線に必要な飛行場）

第二種空港（２４）：新千歳、福岡、那覇等
（主要な国内航空路線に必要な飛行場）

第三種空港（５５）：青森、岡山等
（地方的な航空運送を確保するために必要な飛行場）

自衛隊の管理する飛行場

共用飛行場（５）：小松、徳島等
（公衆の利便を増進するため必要なものを国土交通大臣
が指定）

その他：厚木等

その他：横田等
米軍の管理する飛行場

共用飛行場（１）：三沢（日米合同委員会の合意）

その他の飛行場
（ヘリポートを含む）

公共用飛行場（３１）：調布、名古屋、東京ヘリポート等

非公共用飛行場（１０４）：ホンダエアポート等

旧空港整備法における飛行場の分類

民航ターミナル部分は
空港法の対象

空港法の空港の範囲
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国管理空港における空港ターミナル等の取扱いについて

○空港ターミナル等の適確な運営の確保のための措置○空港ターミナル等の適確な運営の確保のための措置

（１）空港機能施設事業者指定制度

①航空旅客ターミナル施設、②航空貨物ターミナル施設、③航空機給油施設（ハイドラント）の建設・管理

を行う者（空港機能施設事業）、を国管理空港ごとに国土交通大臣が指定。

（２）指定空港機能施設事業者による適確なターミナル運営を確保するための措置

①適正な料金基準の確保 ： 旅客取扱施設利用料（PSFC）について上限認可。

② その他の適確なターミナル運営の確保 ： 報告徴収、監督命令、立入検査等

平成２１年４月１日（同年１月１日から、準備行為として指定及びこれに関して必要な手続きその他の行為を行う
ことができるようになる。）

○施行のスケジュール○施行のスケジュール

空港の管理を効果的かつ効率的に行うことにより、利用者便益 の増進を図る。
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協議会制度について

■利便向上に向けた協議会（空港法第１４条）
１．協議会の設置は空港管理者の任意
「空港管理者は、空港の利用者の利便の向上を図るために必要な協議を行うための協議会を組織することができる。」

２．協議会で合意した事項についてのみ尊重義務
「協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を尊重しなければならない。」

■安全確保に向けた協議会（航空法第４７条の３）
「空港法第１４条に規定する協議会は、空港の安全の確保に関し必要な事項について協議することができる。」

空港管理者 警察、
消防地方公共

団体

エアライン

商工関係団体 観光関係団体

空港ビル
その他利便性
向上に関係
する者

その他安全
確保に関係
する者

空港の利用促進を目的とする協議会、団体（任意組織）
全国の多くの空港で組織されている。

（例）利用促進協議会
＜設置されている空港＞ 国管理空港、共用飛行場のうち２３空港
＜構成メンバー＞ 空港事務所、地方自治体、エアライン、空港ビルなどの空港関係者

空港保安委員会（航空法施行規則第９２条第１３号）

＜設置されている空港＞ 全ての空港
＜構成メンバー＞ 空港事務所、警察、エアライン、
空港ビル、CIQ、地方自治体現状

《利便向上に向けた協議会》
○それぞれの空港の特色に応じて利用促進のための施策に取組み、
利用者利便向上を図り、地域の発展や活性化に寄与

《安全確保に向けた協議会》
○ハイジャック、不法侵入、事故、災害等の防止
や迅速な対応のため、関係者の協力体制を確立

CIQ
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空港の設置許可・管理基準の強化、空港保安確保規程の大臣届出・変更命令制度の創設等を通じ、空港の安全確保に対する社会的ニーズに
対応した、空港の安全管理体制の強化等を推進し、空港利用者にとっての安全レベルを向上。

法 律： 飛行場の管理者は、国土交通省令で定める保安上の基準に従って飛行場を管理しなければならない。（航空法第４７条）
省令・通達： 各空港管理者に対し、上記の保安上の基準に従って空港管理を行うためのマニュアルとして、安全管理システムを含む飛行場

手引書の備え付けを義務づけ、併せて、行政指導により提出を要請。

空港における安全確保のための取り組みの強化

現行制度の概要（航空法）

（海外）
・ロンドン爆破テロ未遂事件（Ｈ１８．８）
・英国グラスゴー空港でのターミナルビル車両突入事案（Ｈ１９．６）

（国内）
・神戸空港に車両が突入して運航中の航空機の至近を走り回る事案（Ｈ１８．４）
・那覇空港での中華航空機爆発炎上事故（Ｈ１９．８）

制限区域内事故件数：成田国際空港 １６４件、羽田空港 １７７件 （Ｈ１４～Ｈ１８）
空港不法侵入事案 ：全ての空港 ８６件 （Ｈ１５年度～Ｈ１８年度）

最近の空港における事件・事案

重大事件の発生
事故等の多発

空港の安全確保の要請の高まり

空港の設置許可・管理基準を見直し

国土交通大臣は、空港の設置許可の際に施設整備計画や管理
計画が保安上の基準に加え、基本方針に適合していることを
チェックするとともに、設置後の管理について基本方針の遵
守を義務づけ。

空港保安管理規程の大臣
届出・変更命令制度の創設

空港の設置管理者に対し、空港を安全かつ適確に管理するための体制、
方法等を記載した、空港保安管理規程の作成・国土交通大臣への届出
を法律上義務づけるとともに、同大臣による変更命令制度を創設。

航空法の改正により、安全確保のための取り組みを強化

基本方針に位置づけた、空港の安全確保についての
目指すべき方向性と空港の設置管理の整合性を確保

安全の確保に係る目標の明示、安全管理体制の明確化等を
通じた体系的な安全管理手法を確立
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